
市民政策フォーラム	
 

 
 

ソーシャル	
 インクルージョンと「非営利・市民事業」	
 

─「一人ひとりを包摂する社会」特命チームの取組みから見えてきたもの─	
 

 
 
 

 
 
 
 
□	
 日	
 時	
 	
 ２０１１年１１月２１日（月）１７：００～１８：３０	
 

	
 

□	
 会	
 場	
 	
 衆議院第１議員会館	
 国際会議室（千代田区永田町）	
 

	
 

	
 

□	
 主	
 催	
 	
 市民セクター政策機構、市民がつくる政策調査会	
 

	
 

□	
 事務局（連絡先）	
 	
 市民がつくる政策調査会	
 

TEL:03-5226-8843／FAX:03-5226-8845／E-mail	
 shimin@c-poli.org	
 

プログラム 

 

17:00 開会 挨拶  澤口隆志 市民セクター政策機構理事長 

 

講 演  「一人ひとりを包摂する社会」特命チームによる取組みから 

福山 哲郎さん（参議院議員／前内閣官房副長官） 

 

17:40 ディスカッション 

パネラー 福山 哲郎さん（参議院議員／前内閣官房副長官） 

湯浅 誠さん（内閣府参与／自立生活サポートセンターもやい事務局

長） 

佐久間 裕章さん（自立支援センターふるさとの会代表理事） 

コーディネーター 坪郷 實さん（早稲田大学社会科学総合学術院教授） 

 

18:30 終 了 



	
 

□	
 主	
 旨	
 

 
近年、地域や職場、家庭での「つながり」が薄れ、「孤立化」、「無縁社会」、「孤族」などとい

った新たな社会的リスクが生じ、さらには現在または将来への不安を抱える人々も少なくありま

せん。その課題解決のためには、“何らかの支援が必要な人々を社会の一員として包み支え合う

「ソーシャル インクルージョン（社会的包摂）」”の理念をもとにした政策の必要性が指摘され
ています。すでに現場では市民活動団体や自治体による様々な取組みがなされ、民主党政権にお

いても「一人ひとりを包摂する社会」特命チームを政府に設置し、検討が重ねられ緊急政策提言

や基本的考え方を示し、具体的な事業等が展開されつつあります。 
 
また、３月１１日に発生した東日本大震災により多くの被災者が生活基盤を奪われ、社会的リ

スクが大きく高まっているのが現状です。この被災地でも、市民活動団体や自治体をはじめ多く

の支援者が課題解決に向けて取組まれ、復興に向けた動きが進みつつあります。 
このような経過のもと、被災地はもとより他の地域も含めた「新しい社会づくり」の形成を求

める声が各方面から出されており、そのためには様々な原因や抱えている課題などの共通事項や

個別事項などを整理し、その解決に向けた政策化とその実現に向けての取組みが必要です。そこ

で、セーフティネットの強化を含めたソーシャル インクルージョンの理念と政策を推進するた
めの取組みを進めたいと思います。 

 
その取組みの一環として、前官房副長官を務められた福山哲郎参議院議員にお越しいただき、

座長として取組まれた「一人ひとりを包摂する社会」特命チームについてのおはなしいただき、

後半ではディスカッションを行い、この間の取組みから様々な原因や抱えている課題などの共通

事項や個別事項などを整理するため本フォーラムを開催します。 
 
 
なお、このフォーラムをきっかけとして、“地域社会生活支援”のしくみづくりについて検討

するため、連続学習会を開催します。ぜひ、ご参加ください。 
 
 
 

2011年 11月	
 主催者一同 



□プロフィール	
 

 
○	
 福山  哲郎（ふくやまてつろう）  

参議院議員、前内閣官房副長官 
 
1962年生まれ。同志社大学法学部卒業。京都大学大学院修士課程修了。 
証券会社勤務を経て(財)松下政経塾第 11期生として入塾。 
1998年、参院選京都選挙区で初当選。現在 3期。 
参議院環境委員長、民主党参議院政策審議会長、民主党政策調査会長代理、民主党地球

温暖化対策本部事務総長などを歴任。 
2009年、外務副大臣に就任。2010年、内閣官房副長官に就任。 
現在、参議院外交防衛委員長。民主党京都府連常任顧問。京都造形芸術大学客員教授。 
市民がつくる政策調査会理事 

 
著書 
「21世紀・日本の繁栄譜」（共著）ＰＨＰ研究所、2000年／「新しい政治文化をつくり
たい」月刊「論座」、2002年 8月号、朝日新聞社、共著／「選挙報道についての一考察」
日本選挙学会年報「選挙研究」第 20号、木鐸社、2005年／「新しい政治文化の創造と
公職選挙法」月刊「都市問題」2006 年 6 月号、東京市政調査会／「民主党参院政審会
長の“与党”はつらいよ日記」月刊「論座」、2007年 12月号～2008年 8月号、朝日新
聞社／「民主主義が一度もなかった国・日本」、2009年、幻冬舎新書／他 
 

 
○	
 湯浅  誠（ゆあさまこと）  

内閣府参与、自立生活サポートセンターもやい事務局次長、反貧困ネットワーク事務局長 
 

1969 年生まれ。1990 年代より野宿者（ホームレス）支援に携わる。2008～09 年年末
年始の「年越し派遣村」では村長を務め、2009年、内閣府参与に就任。 

 
著書 

『本当に困った人のための生活保護申請マニュアル』同文館出版、2005 年／『貧困襲
来』（山吹書店、2007年）／『反貧困』岩波新書、2008年（第 14回平和・協同ジャー
ナリスト基金賞大賞、第 8回大仏次郎論壇賞）／『派遣村』いずれも共著、岩波書店・
毎日新聞社、2009年／『正社員が没落する』堤未果氏と共著、角川新書、2009年／『岩
盤を穿つ』文藝春秋社、2009 年／『どんとこい！貧困』理論社「よりみちパン！セ」
シリーズ、2009年／他 

 
 



 
○	
 佐久間  裕章（さくまひろあき）  

特定非営利活動法人 自立支援センターふるさとの会代表理事 
 

1971 年生まれ。2001 年 NPO 法人自立支援センターふるさとの会へ事務局長として入
職。 
ふるさとの会理事および有限会社ひまわり取締役を兼任。2008 年 4 月 1 日より代表理
事に就任。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○	
 坪郷  實（つぼごうみのる）  

早稲田大学社会科学総合学術院教授、市民がつくる政策調査会代表理事 
 

1948年生まれ。大阪市立大学大学院法学研究科後期博士課程単位取得退学。法学博士(大
阪市立大学)。北九州市立大学教授を経て、1994 年より早稲田大学社会科学部教授・大
学院社会科学研究科教授。 
現在、ＮＰＯまちぽっと理事、市民セクター政策機構常任理事、内閣府「新しい公共」

推進会議 構成員、など 
 
著書 

「新しい公共空間をつくる 市民活動の営みから」日本評論社、2003年／「ヨーロッパ・
デモクラシーの新世紀 グローバル化時代の挑戦」（高橋 進との共編著）、早稲田大学出
版部、2006年／「参加ガバナンス 社会と組織の運営革新」日本評論社、2006年／ 
「ドイツの市民自治体 市民社会を強くする方法 ＣｉＶｉＣＳ市民政治 ４」生活社、
2007年／「環境政策の政治学 ドイツと日本」早稲田大学出版部、2009年／「分権と自
治体再構築 行政効率化と市民参加」法律文化社、2009年／「比較・政治参加」ミネル
ヴァ書房、2009年／「市民が描く社会像 政策リスト３７ ＣｉＶｉＣＳ叢書」生活社、
2009年／「講座現代の社会政策 ５ 新しい公共と市民活動・労働運動」明石書店、2011
年／他 

 
 



「一人ひとりを包摂する社会」	
  
特命チームによる取り組み	


前 内閣官房副長官	
  
参議院議員　　福山哲郎	


市民政策フォーラム	
  
ソーシャル インクルージョンと	
  
「非営利・市民事業」	


平成23年11月21日	




174通常国会 菅総理所信表明演説より	
  
（平成22年6月11日）	


•  今、私が重視しているのは、「孤立化」という新たな社会リスクに対する
取組です。	
  

•  人は誰しも独りでは生きていけません。悩み、挫け、倒れたときに、寄り
添ってくれる人がいるからこそ、再び立ち上がれるのです。我が国では、
かつて、家族や地域社会、そして企業による支えが、そうした機能を
担ってきました。それが急速に失われる中で、社会的排除や格差が増
大しています。	
  

•  私は、湯浅さんたちが提唱する「パーソナル・サポート」という考え方に
深く共感しています。役所の窓口を物理的に一カ所に集めるワンストッ
プ・サービスは、今後も行う必要がありますが、時間や場所などに限界
があります。「寄添い・伴走型支援」であるパーソナル・サポートは、「人
によるワンストップ・サービス」としてこの限界を乗り越えることができま
す。	
  

•  こうした取組により、雇用に加え、障がい者や高齢者などの福祉、人権
擁護、さらに年間三万人を超える自殺対策の分野で、様々な関係機関
や社会資源を結びつけ、支え合いのネットワークから誰一人として排除
されることのない社会、すなわち、「一人ひとりを包摂する社会」の実現
を目指します。	




特命チームの設置	
  
（平成23年1月18日）	


　　　「孤立化」「無縁社会」「孤族」	
  
　　　　　　・・・地域・職場・家庭の「つながり」の希薄化	
  
→　現在または将来への不安を抱えるに至っている状況	


「社会的包摂」の考え方に立ち、お互いに支え合う中で、	
  
地域や職場、家庭でのつながりを強め、老若男女すべての者に	
  

「居場所と出番」のある社会を作り出すことが重要	


最小不幸社会の実現に向け、実態を明らかにするとともに、	
  
セーフティネットの強化を含めた社会的包摂政策を戦略的に	
  

推進することを目的として、特命チームを設置	






「孤立化」の主な現状（１）	


１．家族の変化	
  
　・・・単身世帯とひとり親世帯の増加	
  

○少子高齢化が一層進み、晩婚化や離婚が増
加している中で、今後、単身世帯の割合は大
きくなると推計される。	












「孤立化」の主な現状（２）	


２．雇用・就業をめぐる変化	
  
　・・・非正規雇用者の問題	
  

○90年代の雇用情勢悪化に伴い、非正規雇用
（パート、派遣、契約社員等）の割合は雇用者
数の約3分の1にまで増加。賃金・生活面で、
不安定な状況に置かれている者が多い。	








「孤立化」の主な現状（３）	

３．分野別の生活困難をめぐる実態	
  
＜子ども＞	
  
○子どもの虐待が深刻化。一方で、高校の中途退学
者、不登校者数は減少。	
  
＜若年層＞	
  
○いわゆる「フリーター」「ニート」の存在が社会問題化。
ニートの中には対人関係や精神的な問題を抱える者
も少なくない。また若年失業率も高く、ひきこもりの者
もいる。	
  
＜女性＞	
  
○女性の雇用環境には、高い非正規雇用の割合、男女
間の賃金格差、Ｍ字型カーブなど、引き続き、改善に
向けて取り組まなければならない課題も多い。	
















「孤立化」の主な現状（４）	


３．分野別の生活困難をめぐる実態	
  
＜生活困窮世帯＞	
  
○貧困は大きな問題になりつつある。必要な生活物品も
確保できない実態もうかがえ、子どもの教育にも影響
が生じる等貧困の連鎖の問題も生じている。	
  
＜単身高齢者＞	
  
○一人暮らし世帯の高齢者（単身高齢者）は、一般世帯
に暮らす高齢者より、生活が厳しいという方も多く、家
族以外と交流・会話がない者もいる。	
  
＜自殺＞	
  
○1998年から自殺者の数が年間3万人を超え、現在も
高止まりを続けている。	


















「孤立化」の主な現状（５）	


３．分野別の生活困難をめぐる実態	
  
＜ＤＶ＞	
  
○配偶者からの暴力等に関する相談件数は年々
増加している。	
  
＜うつ等＞	
  
○うつ病患者数は、1996年から2005年までに3倍、
2008年においても増加している。	
  
＜外国人＞	
  
○日本に居住する外国人の数が増加するのに伴
い、日本語指導が必要な外国人児童生徒も増
加するなど、子どもの教育の面等で不安を抱え
ている。	










有識者ヒアリングの実施	


第２回会合（平成23年2月22日）	
  
•  福原宏幸　大阪市立大学大学院経済学研究科教授	
   	
   （総論）	
  
•  佐藤久男　ＮＰＯ法人蜘蛛の糸理事長	
   	
   	
   	
   （自殺対策）	


•  田村太郎　ダイバーシティ研究所代表理事	
   	
   	
   （外国人）	


•  谷垣秀人　兵庫県豊岡市役所市民生活部税務課収税係長 	
   	
   （多重債務）	


第３回会合（平成23年3月7日）	

•  伊田広行　立命館大学大学院先端総合学術研究科非常勤講師	
   （非正規労働）	


　　　　　　　　　　 関西非正規等労働組合執行委員	


•  勝部麗子　大阪府豊中市社会福祉協議会地域福祉課長	
   	
   （高齢者）	


•  遠藤智子　ＮＰＯ法人全国女性シェルターネット事務局長	
   	
   （ＤＶ）	


•  奥山幸博　ＮＰＯ法人ＤＰＩ日本会議事務局次長 	
   	
   	
   （障がい者）	


第４回会合 （平成23年3月24日）	

•  中山 泰         京都府京丹後市市長	
   	
   	
   	
   （自殺対策）	


•  奥田 知志      ＮＰＯ法人北九州ホームレス支援機構理事長	
  	
   （ホームレス）	


•  赤石 千衣子   ＮＰＯ法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ理事	
   	
   （女性）	


•  白鳥 勲         彩の国子ども若者支援ネットワーク共同代表 	
  	
   （学習支援）	


第５回会合 （平成23年3月30日）	
  
•  平塚　眞樹　　法政大学大学院社会学研究科教授	
   	
   （高校中退）	


•  安田　淑美　　群馬県発達障害者支援センター所長	
   	
   （発達障害）	


•  渡井　さゆり　 ＮＰＯ法人日向ぼっこ理事長	
   	
   	
   （社会的養護）	




社会的包摂の推進について	


Ⅰ　社会保障改革の全体像	
  
２　改革の優先順位と個別分野における具体的改革の方向	
  
（２）個別分野における具体的改革　　　貧困・格差対策	
  
○第２のセーフティネットの構築	
  
・求職者支援制度の創設、複合的困難を抱える者への伴走型支援（パーソナルサポート、
ワンストップサービス等による社会的包摂の推進）	


５　復興施策	
  
（４）大震災の教訓を踏まえた国づくり	
  
④社会的包摂の実現と「新しい公共」の推進	
  
（ⅰ）　被災者の生活再建と被災地の復興に向けた様々な課題に対応し、復興を目指すには、被災
者や地域コミュニティが、その力を最大限発揮できるようにすることが必要である。しかし、全国的な
経済活動の停滞等震災の様々な影響が、被災地はもちろん、全国的にも失業や病気などに脆弱な
人々を直撃し、「社会的排除」状態に追い込むリスクを急速に高めている。	
  
　こうした中で、声を出しにくい人々に配慮し、誰をも排除しない包摂型の社会づくりを行っていくこと

は、被災地の復興だけでなく、今後の日本社会の発展にもつながるものである。このため、こうした社
会的包摂の理念に基づき、アウトリーチの手法や居場所づくりや伴走型の支援、人材育成等の包括
的、予防的な支援を行う市町村の取組みを支援する。また、ワンストップ型の相談や寄り添い支援に
関する先導的なモデルの構築に取り組む。	


社会保障・税一体改革成案（抜粋）	


東日本大震災からの復興の基本方針（抜粋）	




「社会的包摂政策に関する緊急政策提言」	
  
（平成23年8月10日）	


平成23、24年度で実施すべき事業として、	
  

（１）　社会的排除のリスクについての実態調査	
  

（２）　先導的なプロジェクト	
  
　　　　・・・パーソナル・サポート　モデル事業の実施	
  

（３）　誰も排除しない社会の構築を目指した	
  
　　 全国的な推進体制の構築	
  
　　　　・・・ワンストップ相談支援事業の実施	














国	


企業	
 企業	
 企業	


正社員	
正社員	
下請	


妻	
子	
高齢者	


母子家庭	

日雇い 
労働者	


３つの傘がしぼむと、雨に濡れる人が増える	




厚労省「平成
20年所得再分
配調査結果の
概要」	


2011年10月24日：日経朝刊・経済教室：白波瀬佐和子「現
役世代の再配分強化を」	




家庭 
ＨＯＭＥ 
ＬＩＦＥ	


仕事 
ＷＯＲＫ	


福祉 
ＷＥＬＦＡＲＥ	


ワーク･ライフ・バランス	


積極的雇用政策	


家族機能の外部化	


ワーク・ライフ・ウェルフェア・バランスで 

全員参加型社会の実現を	






ソーシャルインクル―ジョンと
「非営利・市民事業」

ふるさとの会 佐久間裕章



ふるさとの会の社会使命（ミッション）ふるさとの会の社会使命（ミッション）

生活困窮者が地域のなかで、安定した住居を確保し、

安心した生活を実現し、社会のなかで再び人としての

役割や尊厳・居場所を回復するための支援を事業とし

て行うことて行うこと



法人概要法人概要
名称: ふるさとの会
所在地: 東京都台東区 ふるさとの会

関連団体従業員数：215名（常勤62名、非常勤153名）

年間事業規模
H22年度実績 ９億５千万円

NPO法人 自立支援センター ふるさとの会
（1999年 認証）

関連団体

H22年度実績 ９億５千万円
（1999年 認証）

ボランティアサークルふるさとの会
（1990年 設立 夏祭り・越年事業等）

有限会社ひまわり有限会社ひまわり
（2002年設立 介護事業）

株式会社ふるさと
（2007年設立 建物清掃・賃貸借保証事業）

有限責任事業組合 新宿・山谷ネットワーク
（2008年設立 就労支援相談事業）

NPO法人 すまい・まちづくり支援機構
（ 年認証 企 起業支援事業）（2009年認証 企画起業支援事業）

更生保護法人 同歩会
（2009年認可 更生保護相談事業）

合同会社ふるさと合同会社ふるさと
（2010年設立 資金調達・経営支援事業）



利用者の状況② ふるさとの会



事例１ アルコール依存症が疑われる独居死された事例事例１ アルコール依存症が疑われる独居死された事例

代 男性 パ ト 独り暮らし• ５０代の男性 アパートで独り暮らし

• 生活保護を受給。ふるさとの会の生活サポートを受ける。

• 既往症に腎不全。アルコールに関連する生活問題を抱えて
いたが、精神科にはつながっていなかった。

〈課題〉

階 住 が生活音 変化を把握 た 利 者と階階下の住人が生活音の変化を把握していた。利用者と階下の
住人の交流・関係づくりを支援し、異変を感じた住民から連絡を
受けることができるようになれば 孤独死を防止しうる 利用者受けることができるようになれば、孤独死を防止しうる。利用者
に対する直接支援だけでなく、近隣のネットワークや互助を支
援することが課題。



「生活世界」を支援する「生活世界」を支援する





独居＆ふるさとマップ（八広・東向島エリア）

都営住宅
白髭東団地

金田ハイツ

白髭東団地

同一アパートに複数名
利用者が居住

（ふるさとアパート群）１３３名の利用者 （ふるさとアパート群）

１１５名

名の利用者
玉ノ井いろは通り

コミュニティ・スナック
（カラオケ）

【通い＝居場所】
年齢 １３３名

晃荘18名

年齢 １３３名
２０代 1
３０代 2
４０代 13
５０代 29晃荘 名

【訪問】
【泊まり】

代
６０代 55
７０代 29
８０代以上 4

認知症 10

小規模多機能型

【通い】
【訪問】 認知症 10

精神障害 22
知的障害 4
がん 13

【訪問】
【泊まり】



互助を支える支援
～小ぶりの地域に広がる「輪」～



事例２ 認知症の利用者への支援事例①事例２ 認知症の利用者への支援事例①

• ６０代男性、アルツハイマー型認知症

• 路上生活、自立支援センター、二種宿泊所、精神科病院を経て当会運営
宿泊所に入所。

• 入居当初はせん妄 無銭飲食などへの対応が日常的に必要だった• 入居当初はせん妄、無銭飲食などへの対応が日常的に必要だった。

〈関与〉

• 安定するまで専属の支援員を配置し、警察で保護された時には身元引き安定するま 専属 支援員を配置 、警察 保護され 時 身元引き
受けにかけつけるなど、生活への寄り添いを手厚く対応した。

• 本人の生活を豊かにするためのかかわりについて、非専門職と専門職（
保健師）が話し合いを重ねた保健師）が話し合いを重ねた。

• 医療との連携も密に行い、必要に応じた入院、病状改善後の受け入れ、
地域の医療や介護サービスの導入など、居住支援と生活支援、社会サ

ビ デ が総ービスのコーディネートが総合的に行われた。

〈課題〉

しかしながら このような臨機応変の生活支援や一定の専門性を要する社しかしながら、このような臨機応変の生活支援や一定の専門性を要する社
会サービスのコーディネートに対価は払われず、インフォーマルなサポート
にとどまっている制度的な限界を抱えている。



日常生活支援ニーズに関する調査の結果日常生活支援ニーズに関する調査の結果
何らか何らかの支援を要する人の割合（支援内容のカテゴリー別）の支援を要する人の割合（支援内容のカテゴリー別）

NPONPO法人ふるさとの会によって支援されている人法人ふるさとの会によって支援されている人N=338N=338を対象とする調査を対象とする調査

粟田主一氏（東京都健康長寿医療センター自立促進と介護予防研究チーム研究部長）作成



頻度の高い日常生活支援頻度の高い日常生活支援頻度の高い日常生活支援頻度の高い日常生活支援
（（30%30%以上の人に求められている支援）以上の人に求められている支援）

順位順位 支援内容支援内容 %%

11 生活保護・介護保険・住民票・障害者手帳などの手続きをしてもらう生活保護・介護保険・住民票・障害者手帳などの手続きをしてもらう 51.151.1

22 体調が悪いときに相談にのってもらい，対応してもらう体調が悪いときに相談にのってもらい，対応してもらう 43.143.1

33 食事の準備をしてもらう食事の準備をしてもらう 40.040.0

44 部屋の掃除，片づけ，ゴミ出し，室温調整，換気をしてもらう部屋の掃除，片づけ，ゴミ出し，室温調整，換気をしてもらう 38.838.8

55 診療所や看護師さんなど関係機関と連絡調整してもらう診療所や看護師さんなど関係機関と連絡調整してもらう 36.136.1

66 出入金の記録，通帳管理など日常的な金銭管理をしてもらう出入金の記録，通帳管理など日常的な金銭管理をしてもらう 32.032.0

77 寂しい時や困 た時に相談にの てもらう寂しい時や困 た時に相談にの てもらう77 寂しい時や困った時に相談にのってもらう寂しい時や困った時に相談にのってもらう 30.030.0

88 毎日きちんと服薬できるように管理してもらう毎日きちんと服薬できるように管理してもらう 30.130.1

粟田主一氏（東京都健康長寿医療センター自立促進と介護予防研究チーム研究部長）作成



頻度の高い日常生活支援頻度の高い日常生活支援
（（30%30%以上の人に求められている支援）以上の人に求められている支援）（（30%30%以上の人に求められている支援）以上の人に求められている支援）

支援内容支援内容支援内容支援内容

困った時，寂しい時の相談困った時，寂しい時の相談

病気になったとき相談 受診予約 通院同伴病気になったとき相談 受診予約 通院同伴病気になったとき相談，受診予約，通院同伴病気になったとき相談，受診予約，通院同伴

制度利用についての相談，手続きの支援制度利用についての相談，手続きの支援

食事の準備食事の準備食事の準備食事の準備

居住環境の保持（掃除，ゴミ出し，室温・換気）居住環境の保持（掃除，ゴミ出し，室温・換気）

日常的な金銭管理日常的な金銭管理日常的な金銭管理日常的な金銭管理

服薬管理服薬管理

情緒的，情報的，手段的ソーシャル・サポートを，情緒的，情報的，手段的ソーシャル・サポートを，

統合的・連続的に提供すること＝統合的・連続的に提供すること＝家族的支援家族的支援統合的・連続的に提供すること＝統合的・連続的に提供すること＝家族的支援家族的支援

粟田主一氏（東京都健康長寿医療センター自立促進と介護予防研究チーム研究部長）作成



社会サービス社会サービスのの利用・調整に関する支援利用・調整に関する支援
回答者回答者 N=317, N=317, 支援を要する人支援を要する人53.3%53.3%

粟田主一氏（東京都健康長寿医療センター自立促進と介護予防研究チーム研究部長）作成



生活支援にはどんな知識・技術が必要か

１．日常生活支援に必要な幅広い基礎的知識の習得
２ 緊急時に必要なアセスメントと初期対応ができるようにする

（研修メニュー例）

２．緊急時に必要なアセスメントと初期対応ができるようにする



事例３ 虐待を受けた若年者の支援事例事例３ 虐待を受けた若年者の支援事例

０代女性• ２０代女性

• 幼少期から性的虐待を受けた

• 先天的な疾患があり 日常的な服薬が欠かせない 発達遅滞も認められ• 先天的な疾患があり、日常的な服薬が欠かせない。発達遅滞も認められ
る。

〈課題〉

• 幼少期の虐待に由来するところもある自傷行為が頻回であり、医療的な
サポートも日常的に欠かせない。そのためふるさとの会のサポートセンタ
ーで支援チームを組み、個別的かつ24時間の生活サポートを継続してき支援 を組 、個別 時間 活 を継続
た。

• イベントやボランティアには積極的に参加する力がある点に今後の支援
の可能性があり 地域という「面」や「互助」のなかで支えていく必要があの可能性があり、地域という「面」や「互助」のなかで支えていく必要があ
る。

• このように地域の支援体制をオーガナイズするサポートセンターに公費
を投入し、専門職も配置できるようにするなど、地域の拠点に対する公的
な支援や制度がほしい。



「自助」と「互助」の支援の必要性「自助」と「互助」の支援の必要性

支援開始時は「4」か「3」が大半 ドヤやアパ トの利用者にも当てはまる

図は高橋紘士氏「介護保険の「自助」「互助」「共助」「公助」の関係」（『月刊介護保険』法研刊
10年1月号所収）より引用

支援開始時は「4」か「3」が大半。ドヤやアパートの利用者にも当てはまる。





高齢者支援と若年者の雇用創出





平成22年度 厚労省社会福祉推進事業

ふるさとの会

「ケア付き就労利用者の意識とプロフィ ルに関「ケア付き就労利用者の意識とプロフィールに関
する調査結果」の概要

平成 年度は 調査票 設計およびケ 付き就労利用者等 名を対象とした平成22年度は、調査票の設計およびケア付き就労利用者等40名を対象とした

予備的調査を実施した。本結果は、予備的調査の結果概要を示したもので
ある。

①ケア付き就労利用者のプロフィールと就労状況

ケ 付き就労利用者 プ は 男性が 割 歳代 利用者が 割近くを占める ただケア付き就労利用者のプロフィールは、男性が9割、50～60歳代の利用者が6割近くを占める。ただし、
20～30代の若い世代も3割近くを占めており、年齢層は幅広い。現在の住まいは、自宅や民間施設（宿
泊所等）利用者が多いが、緊急就労居住支援事業や社会福祉推進事業の借り上げ住宅利用者が約3割
を占める。

経済面 は 生活保護を受給し る利用者が約半数を占めるが 受給者 割程度は生活保護受給をや経済面では、生活保護を受給している利用者が約半数を占めるが、受給者の2割程度は生活保護受給をや
めたいと考えている利用者もみられる。
就労状況では、ふるさとの会で担当している業務では「清掃」や「配膳」、「生活支援（宿泊所の日勤・夜勤等）」、
「職員の補助業務（緊急就労・居住支援事業）」などが中心であり、約4割の利用者は１か月あたりの収入額が
10万円を超えている10万円を超えている。



「ケア付き就労利用者の意識とプロフィールに関する調査結果」の概要

％図7 ふるさとの会での業務内容
図8 １か月あたりの収入

34 3

0 10 20 30 40 50

清掃

％

11 1

0 10 20 30

2万円／月未満

％図7 ふるさとの会での業務内容

34.3

5.7

清掃

ヘルパー

生活支援（宿泊所の日勤

11.1

16.7

2万円／月未満

2～5万円／月未満
22.9

22.9

生活支援（宿泊所の日勤・

夜勤等）

職員の補助業務（緊急就

労・居住支援事業）
25.05～10万円／月未満

28.6

0 0

労 居住支援事業）

配膳

給食センター（調理）

22.210～15万円／月未満

0.0

0.0

給食センタ （調理）

ドライバー
19.415万円／月以上

2.9その他 n=35 5.6無回答 n=36

約4割の利用者は１か月あたりの収入額が10約4割の利用者は１か月あたりの収入額が10
万円を超えている。



「ケア付き就労利用者の意識とプロフィールに関する調査結果」の概要

0 10 20 30 40 50
％

無回答

25.0%

図9 仕事の継続意向 図12 生活の中での変化
の有無

34.3長くつづけたい ある

52.5%

40.0しばらくつづけたい
ない

22.5%
n=40

2.9長くつづけたくない
変わったも

のがある

40.0%

無回答

37.5% 図13 生活不安
の変化

17.1わからない

35

特に変わら

ない
n=40

5.7無回答 n=35 22.5%
n=40

定着率：7割強がこれからも続けたい



「ケア付き就労利用者の意識とプロフィールに関する調査結果」の概要

④「四重苦」を抱えた高齢者への支援業務に対する意識

ふるさとの会での仕事に対して、回答者の7割以上が「仕事をしていて楽しいことがある」と回答し
ており 特に支援対象である高齢者との気軽な会話や感謝の気持ちを伝えられることが利用者のており、特に支援対象である高齢者との気軽な会話や感謝の気持ちを伝えられることが利用者の
気持ちの励みになっていることがうかがえる（エンパワメント）。また、一部には仕事の枠を超えて高
齢者を気遣う利用者の姿もみ・仕事としての支援を入口としながら、

高齢利用者と高齢者が互いに支えあう関係
が生まれていることも明らかとなったが生まれていることも明らかとなった。

図14 仕事をしていて楽しいことの有無
＜仕事をしていて楽しいこと＞

特にない

25.7%

＜仕事をしていて楽しいこと＞

・ありがとうと言われたとき

・利用者にお礼を言われると、やっていてよかったと思う

・わきあいあいしている。いろいろな人がいて楽しいです

会話ができること／ 親しい人と話をしているとき・会話ができること／・親しい人と話をしているとき

・入居者が気軽に声を掛けてくれる

・毎朝挨拶ができる。一人ではないから、寂しくないから

・室内清掃を一人でしている為やりがいがある

ある

74.3%

n=35

・職場がきれいになること

・以前ほどではないが、自分の子供達と逢えるのが楽しみ



就労支援継続Ａ型事業所の設置（台東区・準備中）

台東リビング 旅館・朝日館

Ａ型事業所
「ケア研修」受講

現場へ 賄い補助・施設清掃業務

工賃・給与工賃 給与
830円/h

（最低賃金821円）



サポートセンターを核とした包括的支援システムの制度化へ（案）

困窮・単身・要介護高齢・認知症等障害者向けの新たな社会資源をつくる

【100+20名の日常生活圏域】

公営住宅 簡易旅館
共済会

アパート

簡易旅館

グループホーム

絆 絆

共済会
【家賃保証、イベント、
ガレージセールetc.】

包括的

サポートセンターサポ トセンタ

【通い】 【訪問】 【泊まり】【通い】 【訪問】 【泊まり】
居場所（絆再生）

小規模デイ

地域生活支援

訪問介護

支援付き住宅

都市型軽費

地活／就労継続 ヘルパー グループホーム

就労支援ホーム

地域（50名） ＧＨ（10名） 支援住（20名） 経費Ｈ（20名） 就労Ｈ（20名） 生保・低年金

ﾜｰｸ･ｽﾃｰｼｮﾝ

地活／就労継続 ヘルパ グループホーム

高齢独居 精神 四重苦 四重苦 稼働層

ＨＳ・デイ各30名

高齢・要介護

稼働層

障害者自立支援法



サポートセンターを核とした

包括的支援システム包括的支援システム

➣日常生活支援は介護保険に馴染まない家事労働（家族的ケア）➣日常生活支援は介護保険に馴染まない家事労働（家族的ケア）
・家事労働（家族的ケア）を地域の〈互助〉で行う仕組み

・〈互助〉を土台にした支援付き住宅（共同居住／独居アパート／公営住宅）

・24時間365日の「面」的支援

➣小さな「寄り場」をたくさんつくる →居場所づくり／雇用づくり➣小さな「寄り場」をたくさんつくる →居場所づくり／雇用づくり

➣「居場所」「訪問」「泊まり」の機能を地域の〈互助〉で支える

→サポート拠点の運営に公費投入を

＊NPOの事例蓄積から言えるのは、フォーマル資源とインフォーマル資源を

つなぎ、インフォーマルな資源を開拓し、制度化することも、貧困とホームレ
スに対するソーシャルワークの意義である。介護保険など「サービス」に馴染
まない家族的ケア（日常生活支援）は非専門職が担い、地域精神保健を下まない家族的ケア（日常生活支援）は非専門職が担い、地域精神保健を下
支えすることができる。地域の互助や日常生活支援は、アフターケアである
と同時に、予防的・保健的な介入でもある。



包括的支援システムの意義包括的支援システムの意義

生 保護制度 他法優先➣生活保護制度から他法優先の活用へ

➣就労（若年困窮者の居住・生活支援と雇用創➣就労（若年困窮者の居住 生活支援と雇用創
出）

非生保の困窮者支援にも有効➣非生保の困窮者支援にも有効

（社会 経済的な意義）

財政負担軽減

（社会・経済的な意義）

➣財政負担軽減

➣地域内経済循環（コミュニティの再生）地域内経済循環（コミュ ティの再生）



「認知症 長期入院で生活保護も…」（産経新聞 2011年１月14日付生活面:ゆうゆうLife）

認知症 人 行き場がな 施設入所を断られる 入院治療を断られる デイサ ビ やシ ト・認知症の人の行き場がない。施設入所を断られる。入院治療を断られる。デイサービスやショートの
利用を断られる。特に、行き場を失うのは…
①認知症+医療ニーズ（がんなどで治療中の特養入所。服薬がある人の老健入所）
②昼夜逆転、徘徊、他の人への暴力、暴言 ③お金がない（＝選択肢が狭まる）②昼夜逆転、徘徊、他の人 の暴力、暴言 ③お金がない（ 選択肢が狭まる）

☟
精神科の病院（入院長期化）精神科の病院（入院長期化）、
未届けの有料ホーム、自宅で
家族が介護に疲弊するか

☟
生活保護費の総額は現在 半生活保護費の総額は現在、半
分が医療扶助（医療費）。その
６割を入院医療が占め、入院
医療のほぼ半分を精神科系の医療のほぼ半分を精神科系の
疾患が占める。生活保護の受
給者は、半数が６０歳以上。

29佐藤好美氏（産経新聞）作成 第4回支援月住宅推進会議（2011年6月25日）ハンドアウトを元に見出しのみ修正
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社会的包摂政策に関する緊急政策提言 

 
平成 23 年 8 月 10 日 

「一人ひとりを包摂する社会」特命チーム 

はじめに 

日本社会の構造的変化への対応に必要な「社会的包摂」を推進するための戦略（「社

会的包摂戦略（仮称）」）策定を目的として、内閣総理大臣の指示に基づき、平成 23

年 1 月 18 日に「一人ひとりを包摂する社会」特命チームが設置され、検討が進められ

てきた。3月 11 日の東日本大震災の発生により、震災の直接の被害が引き起こす問題と

ともに、震災から波及する間接的な影響によって、全国的に社会的排除のリスクが高ま

ることが懸念されている。そのため、本特命チームは、こうした問題も念頭に置いた

「社会的包摂戦略（仮称）策定に向けた基本方針」（以下「基本方針」という。）を 5

月 31 日にとりまとめた。 

さらに、社会的包摂の推進について、7 月 1 日に閣議報告された「社会保障・税一体

改革成案」の中で明示されるとともに、特に、被災地における取組の必要性は、6 月 25
日に東日本大震災復興構想会議がとりまとめた「復興への提言 ～悲惨のなかの希望」、

さらには、7 月 29 日に東日本大震災復興対策本部がとりまとめた「東日本大震災からの

復興の基本方針」の中でも、色濃く反映されているところである。 
こういった点を踏まえ、基本方針において示したとおり、特に、被災地を中心に早急

な取組の実施も含め、現下において特に緊急に着手すべき社会的包摂政策に関する「緊

急政策提言」をとりまとめる。 
 

緊急に実施すべき施策 

特に緊急に着手すべき社会的包摂政策として、以下の取組を進める。 

(1)社会的排除のリスクについての実態調査（大震災による影響を含めて） 

①取り組むべき課題 

社会的排除の問題は、誰もが潜在的にそのリスクを感じながらも、なかなかそのリスク

を直視し、向き合うことが難しい問題である。一方で、リスクが放置され、それに晒され

続けると、そのリスクが別のリスクに連鎖し、さらに生活困難に追い込まれる。社会的包

摂に向けての取組の必要性は、潜在的なリスクの広がりと、リスクの連鎖についての実態

を理解するところから始まる。特に、震災発災以降、直接的かつ間接的な震災の影響によ

って社会的排除のリスクが国民全体の間でどのように高まり、これに対してどのような対

応ができているのか、できていないのかを調査し、把握する必要がある。 

②具体的取組 
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○社会的排除のリスクについての実態調査 

【具体的内容】 

○ 社会的排除のリスクの広がりやその連鎖していく経路、対応状況についての調査

・分析を行う（大震災の影響による社会的排除リスクの高まり等を含む）。 

【調査実施年度】平成 23 年度、24 年度 

【担当府省】内閣府 

 

(2) 先導的なプロジェクトの実施 

①取り組むべき課題 

被災地をはじめ社会状況が大きく変化する中で社会的排除のリスクが増大してきている

ことから、社会的に排除された方や各種制度から漏れた方に対し適切かつ早急な支援体制

の構築が必要となってきている。特に様々な領域に渡って重層的な課題を有している方や、

未だ支援を受けていない方に関しては、関係機関が相互に連携するとともに行政だけでな

くインフォーマルな支援も含めた両面からの支援が必要である。同時に声を出しにくい方

々に配慮した誰もが参加可能な社会的包摂の仕組みを取り入れ地域と連携し支援が行われ

るようコミュニティーの再構築につなげていくことも必要である。 

 

 

②具体的取組 

○先導的プロジェクト 

【具体的内容】 

① 現在行われているパーソナル・サポート・サービスのモデル・プロジェクトは、

就労につながりうる者を対象としている。しかし、今回の震災の影響もあり、社会

的排除リスクの連鎖・蓄積を止めるための包括的、予防的な対応の重要性が増して

きていることから、当該プロジェクトについては、高校中退者やそのリスクが高い

者など就労にすぐにつなげることが適当でない者、稼働年齢でない者、稼働能力を

有しない者も含め、社会的排除リスクの高い者を幅広く対象としたモデル事業とし

て継続発展させ、これらの取組の制度化に向けた検討を引き続き進めていく。 

② また、被災された方を含めたいわゆる社会的に支援を必要とされる方に対し、巡

回相談などアウトリーチをかけたニーズ把握、ニーズに応じたパーソナルサポート

的な相談支援や居場所づくり、孤立化防止の為の見守り体制の構築、地域住民によ

る支えあい、官民協働による関係者間の総合調整、真に実効性ある連携体制の構築

などを一体的に行う多機能型のモデル事業を実施する。 

【実施時期】平成 23 年度、24 年度（②の多機能型モデル事業は被災地３県で実施） 

  ※パーソナル・サポート・サービスについては、既存の平成 23 年度予算も活用。 

【担当府省】パーソナル・サポート・サービスの制度化に向けた論点整理…内閣府、左記

以外…厚生労働省 
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 (3)誰も排除しない社会の構築を目指した全国的な推進体制の構築 

①取り組むべき課題 

様々な支援の輪が拡がっている今日においても、様々な支援にたどり着くことができず、

生活困難に陥る人がおり、そういった状況は、東日本大震災発災後、より深刻になりつつ

ある。 

とりわけ、生きにくさ、暮らしにくさを抱える人々が、いつでもどこでも相談でき、誰

も適切な支援を迅速に受けられるための拠り所として、問題を抱える人々の悩みを傾聴す

るとともに、問題を解決するワンストップ型の相談支援が必要であることから、こうした

体制を早急に整備する必要がある。 

 

②具体的取組 

○社会的包摂ワンストップ相談支援事業 

【具体的内容】 

○ 具体的には、相談支援の実施主体となる中央の団体（ＮＰＯや一般社団等）が、地

域の民間の支援組織等と連携しつつ、心のケアを踏まえた傾聴の姿勢で当事者の現

状を電話で聞き取りながら、各種支援策と実施機関を適切に紹介するとともに、必

要に応じて寄り添い支援を行うワンストップ相談支援事業を実施する。 

○ 国は、こうした民間の活動に対して、補助金等による財政支援を行う。 

【実施時期】平成 23 年度、24 年度（被災３県をはじめ、全国で実施） 

【担当府省】内閣官房・厚生労働省 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◎ 市民政策フォーラム 

ソーシャル インクルージョンと「非営利・市民事業」 

‐「一人ひとりを包摂する社会」特命チームの取組みから見えてきたもの‐ 

 

◎ 日 時   ２０１１年１１月２１日（月）１７：００～１８：３０ 

◎ 会 場   衆議院第１議員会館 国際会議室 

◎ 主 催   市民セクター政策機構、市民がつくる政策調査会 

 

◎ 事務局（連絡先）   市民がつくる政策調査会 

TEL:03-5226-8843／FAX:03-5226-8845／E-mail shimin@c-poli.org 




